
第２次安城市市民協働推進計画　評価結果一覧

●基本方針１～５　成果指標

●基本方針１～４　基本施策別評価結果

達成 A B Ｃ

10 0 8 2 0

3 1 2

3 3

2 2

2 2

16 1 13 2 0

9 8 1

7 1 5 1

11 2 9 0 0

6 2 4

5 5

11 0 11 0 0

7 7

4 4

3 41 4 0

6.3% 85.4% 8.3% 0.0%

●基本方針１～４　事業別進捗状況

担当課 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

1 （1） 1 市民協働課 A A A

1 （1） 2 市民協働課 A A B

1 （1） 3 社会福祉協議会 A A B

1 （2） 1 市民協働課 A A A

1 （2） 2 生涯学習課 A A A

1 （2） 3 社会福祉協議会 A A A

1 （3） 1 市民協働課 A A A

1 （3） 2 市民協働課 A A A

1 （4） 1 市民協働課 B A A

1 （4） 2 市民協働課 A A A

目標値【R5年度】

No.

ボランティア体験プログラムの開催

45 団体

４　協働という言葉の認知度

３　市内のNPO法人数

２　市民活動センターの登録団体数

１　市民活動・ボランティア活動に参加したことがある市民の割合 26 ％

385 団体 430 団体

成果指標

５　市民参加・市民活動支援に対する満足度

現状値【H28年度】

21.6 ％

R2年度

38 団体

-

449団体
(Ｒ3.3月末)

40団体
(Ｒ2.11.21)

-

-

市民活動入門講座の開催

38.3 ％ 66 ％

25.9 ％
（H27年度）

38 ％

事業数

48

事業名

イベントなどを活用した市民活動に関するＰＲの
実施

被災地ボランティア活動に対する支援

基本方針１　市民協働の担い手の育成・活用

施策名

合計

（２）市民活動に関する理解の促進

（１）市民活動に関する情報収集・発信

基本方針４　情報の収集及び発信

（２）市民協働のまちづくりの担い手の育成

（１）市民活動への参加のきっかけづくり

　達成：施策自体の達成　　　　　　　　　　　　　　Ｂ：コロナ禍における取組は実施できなかったが、別の取組を実施した
　　　Ａ：コロナ禍における取組が実施できた　　Ｃ：実施できなかった・大幅な改善が必要

令和２年度　評価

職員向け市民協働研修の実施

職員の市民活動への自主的・主体的参加の推進

市民協働サポーターの実践の場の提供

（２）団体の組織基盤整備に関する支援

（４）市職員の意識改革の推進

（３）市民協働サポーターの育成・活用

（１）補助金など財政面に関する支援

基本方針３　財政面と組織面の支援

（２）地域課題解決につながる市民活動の促進

（１）市民活動の拠点施設と支援機能の充実

基本方針２　活動場所と団体に対する支援の充実

市民協働サポーター養成講座の開催

ボランティア養成講座の開催

シルバーカレッジの開催

資料１
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担当課 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

2 (1) 1 市民協働課 A A A

2 (1) 2 市民協働課 A A A

2 (1) 3 市民協働課 A A A

市民協働課 A A A
生涯学習課 A A A

2 (1) 5 アンフォーレ課 A A B

2 (1) 6 生涯学習課 A A A

2 (1) 7 社会福祉協議会 A A A

2 (1) 8 社会福祉協議会 A A A

2 (2) 1 市民協働課 A Ｂ Ｂ

2 (2) 2 市民協働課 A A A

2 (2) 3 生涯学習課 A A A

2 (2) 4 社会福祉協議会 A A A

2 (2) 5 社会福祉協議会 A A A

2 (2) 6 社会福祉協議会 A 達成 達成

2 (2) 7 社会福祉協議会 A Ｂ A

3 (1) 1 健幸=ＳＤＧｓ課 A 達成 達成

3 (1) 2 市民協働課 A A A

3 (1) 3 市民協働課 A 達成 達成

3 (1) 4 市民協働課 A A A

3 (1) 5 市民協働課 A A A

3 (1) 6 社会福祉協議会 A A A

3 (2) 1 市民協働課 A A A

3 (2) 2 市民協働課 A A A

3 (2) 3 市民協働課 A A A

3 (2) 4 市民協働課 A A A

3 (2) 5 市民協働課 B A A

4 (1) 1 市民協働課 A A A

4 (1) 2 市民協働課 A A A

4 (1) 3 市民協働課 C A A

4 (1) 4 アンフォーレ課 A A A

市民協働課 A A A
生涯学習課 A A A

4 (1) 6 社会福祉協議会 A Ｂ A

4 (2) 1 市民協働課 A A A

4 (2) 2 市民協働課 C A A

4 (2) 3 市民協働課 A A A

4 (2) 4 市民協働課 A A A

No.

(1) 4

(1) 54

2

ふれあい補償制度の運用

健幸都市の推進

福祉事業者、関係団体などの交流会の開催

ボランティア活動に関する情報発信

地区公民館の運営

図書情報館の運営

市民活動センター・生涯学習ボランティアセン
ターにおける相談・コーディネート機能の充実

団体同士がつながる交流会の開催

地域福祉活動を推進するための研修会の開催

事業名

円卓会議の開催

ボランティアセンターにおける相談・コーディネー
ト機能の充実

地域福祉センターの運営

町内福祉委員会研修会の開催

市民企画講座の充実

支援拠点施設同士の連携強化

市民活動に関する情報発信（電子媒体の活用）

市民活動団体の自立を促すための制度の研究

市民活動団体の組織基盤強化のための講座の
開催

市民協働推進基金の運用

民間助成制度に関する情報提供の実施

市民活動センターの活性化

協働事業への支援制度の創設

市民活動補助制度の運用

成果報告会の開催

市民活動に関する情報発信（紙媒体の活用）

大型モニターなどを活用した情報発信の支援

マスコミへの情報発信の支援

町内会への加入促進に関する啓発

町内会長連絡協議会でのパソコン講座の開催

町内会長向け研修の実施

スキルアップ講座の開催

地域福祉活動に関する助成制度の運用

市民協働に関する啓発

「協働事業事例集」の発行

市民活動や多様な主体による協働事例の発表会
の開催

イベントなどを活用した市民活動に関するＰＲの
実施【再掲】
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